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地球温暖化問題の経緯

○　1997年 12月の気候変動枠組条約第３回締約国会議（ＣＯＰ３、いわゆる「京都会議」）において、
各国ごとにCO2等の温室効果ガスの削減目標を定めた京都議定書が採択されている。（わが国の場合、
2008～2012年までの間に、1990年比で６％以上削減することとされている。）

○　同議定書は 2002年中に発効させることが国際的な目標となっており、ＣＯＰ６（本年 11月 13日
～24日開催）において、実施に必要となる技術的事項について合意を成立させるべく、現在、締約国
間で交渉が進められているところ。

○　わが国においては、1998年度の温室効果ガス排出量が 1990年度を約 5.0％上回っている状況。京
都議定書の目標達成に向けた取組みの具体的な内容については、今後、国際交渉の合意内容等を踏ま

え、総合的に検討されていくものと思われる。
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わが国の税制と環境との関わり

環境との関わり 具　　体　　例

○環境への負荷により生ずる社会的費用

について、環境負荷の原因者に対し、

適正かつ公平な経済的負担を求めるも

の

○なし

（参考）

・政府税制調査会においては「国民の理解と協力が得られることが不可

欠であり、国・地方の環境施策全体の中での税制の具体的な位置付け

を踏まえながら、国内外における議論の進展を注視しつつ、ＰＰＰの

原則に立って、引き続き幅広い観点から検討を行っていきたい」（中

期答申、平成 12年 7月）旨の方針が示されている。

・北欧諸国、オランダでは炭素税が導入されている。

○課税目的は異なるが、結果として環境

負荷の軽減（CO2排出抑制等）と整合

的なもの

○石油税・揮発油税等（石油等に対する従量税）

○自動車重量税・自動車税等（車両重量・排気量等によって税率を設定）

○個々の政策目的に照らし特例的に税負

担の軽減を行うもののうち環境に関連

するもの（ＰＰＰにも反する可能性あ

り）

○法人税の特例措置（主なもの）

・エネルギー需給構造改革推進設備等の特別償却又は税額控除

・公害防止用設備の特別償却

・再商品化設備等の特別償却

○低燃費車、低公害車等に係る自動車取得税（地方税）の軽減措置等
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ＥＵ諸国等におけるＣＯ２税の概要（未定稿）

    オランダ デンマーク スウェーデン ノルウェー フィンランド

施　　行　　日 1990 年 2月 1 日 1992年 5月 15 日 1991年 1月 1 日 1991年 1月 1 日 1990年 1月 1 日

課　税　物　件

及　び　税　率

　種　　別　　　税率

　　　　　　 (ｷﾞﾙﾀﾞｰ)

ｶﾞｿﾘﾝ(ｍ3)　　　 26.07

灯油(ｍ3)　　　　28.56

軽油(ｍ3)　　　　28.76

重油(ﾄﾝ)　　　　33.57

石炭(ﾄﾝ)　　　　24.28

ＬＰＧ(ﾄﾝ)　　　34.34

天然ｶﾞｽ(1,000ｍ3)

  0-10 mln.ｍ3   22.40

 10-   mln.ｍ3   14.60

　種　　別　　　税率

　　　　　　 　(ｸﾛｰﾈ)

軽油(ｍ3)　　　　　270

灯油(ｍ3)　　　　　270

重油(ﾄﾝ)　　　　　320

石炭 (ﾄﾝ)　　　 　242

ＬＰＧ(ﾄﾝ)　　　　160

　種　　別　　　税率

　　　　　　　 (ｸﾛｰﾈ)

ｶﾞｿﾘﾝ(ｍ3)　　　　 860

灯油､軽油､重油(ｍ3)

　　　　　　　　1,058

石炭､ｺｰｸｽ(ﾄﾝ)　   920

ＬＰＧ (ﾄﾝ) 　　1,112

天然ｶﾞｽ(1,000ｍ3)  792

　種　　別　　　税率

　　　　　　　 (ｸﾛｰﾈ)

ｶﾞｿﾘﾝ(ｍ3)　　　　 920

灯油､軽油､重油(ｍ3)

　　　　　　　　  470

石油採掘の際に

放出される   

天然ｶﾞｽ(1,000ｍ3)  700

石油採掘の際に   

燃焼される石油(ｍ3) 700

石炭､ｺｰｸｽ(ﾄﾝ)　　 460

　種　　別　　　税率

　　　　　　　　(ﾏﾙｶ)

無鉛ｶﾞｿﾘﾝ(ｍ3)　   239

有鉛ｶﾞｿﾘﾝ(ｍ3)　   239

軽油(ｍ3)　　　　  270

重油(ﾄﾝ)　　　　  321

石炭(ﾄﾝ)　　　　　246

天然ｶﾞｽ(1,000ｍ3)  103

課　税　段　階

(消費/生産･輸入等)

製造又は輸入時に、精製

後に課税

生産時 生産又は輸入時 生産者、輸入者が小売

業者へ販売する時

製品が輸入された時又

は製造地から運び出さ

れた時

課　税　主　体 国 国 国 国 国

税 収 の 使 途 一般財源 一般財源 一般財源 一般財源 一般財源

（注１）2000年 1 月現在。

（注２）従来の石油関連諸税に加えて、各燃料の炭素含有量、ＣＯ２排出量等に着目して税負担が定められる税を、「ＣＯ２税」として上記に掲げてい

る。

（注３）1 ｷﾞﾙﾀﾞｰ＝47 円、１ﾃﾞﾝﾏｰｸ･ｸﾛｰﾈ＝14 円、１ｽｳｪｰﾃﾞﾝ･ｸﾛｰﾈ＝12 円、１ﾉﾙｳｪｰ･ｸﾛｰﾈ＝13 円、１ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ･ﾏﾙｶ＝17 円（基準外国為替相場及び裁定

外国為替相場：平成 11 年 12 月から平成12 年 5 月までの実勢為替相場の平均値）。

［各国資料に基づき作成］
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　　近年の主要欧州諸国における税制面からの地球温暖化対策の取組み　(未定稿)

イギリス ドイツ フランス イタリア

取 組 み ○　CO2 排出量の削減を目的に、
1993年から 1999年まで、炭化水
素油税の税率をインフレ率以上に

引き上げる措置が採られていた

（炭化水素油税のエスカレータ

ー）。なお、2000 年以降は、毎年
の予算で税率引上げを判断してい

る。

○　また、政府によるCO2排出削減
目標の達成とエネルギー利用効率

の向上を目的に、エネルギーの事

業用消費を課税対象とする気候変

動税が、2001年から導入される。

○　1998 年９月の総選挙で、社会民
主党と同盟 90・緑の党（「緑の党」）
の連立政権が発足し、環境対策が

より積極的に進められることとな

った。

○　1999 年３月に「環境関連税制の
開始に関する法律」が成立し、電

気税が新設されるともに、既存の

鉱油税の税率の引上げが行われ

た。さらに、2000年度より４年間
にわたり、両税の一部について税

率を段階的に引き上げることとさ

れた。

○　政府が発表した地球温暖化対策

の施策の一環として、1999年に導
入された汚染活動一般税(廃棄物、
大気汚染物質、航空機騒音等につ

いて企業に対して課税)を拡張する
形で、2001年から企業の一定量を
超えるエネルギー消費に対して炭

素含有量に応じた課税を導入する

ことが決定された。

○　1999 年、石炭、コークス等を新
たにエネルギー産品に係る物品税

の課税対象に加えるとともに、石炭

等及び揮発油、灯油等の鉱物油に係

る税率について、2005年 1月まで
段階的に引き上げていくこととさ

れた（但し、自動車燃料用の液化石

油ガスに係る税率は引下げ）。

課税標準、
税率、軽減
措置等

（気候変動税）

○　事業向けの電気、石炭、ガス等

のエネルギー供給量が課税標準と

される（但し、家庭、交通輸送、

原料、発電向けのエネルギー供給

は非課税）。

○　税率は、基本的に、エネルギー

の種類ごとにその炭素含有量等を

考慮して定められている。

○　一定のエネルギー多消費型産業

については、政府と省エネルギー

目標に関する協定を結んだ場合に

税額を 80％軽減する措置等が設け
られている。

○　鉱油税は、交通用、暖房用、産

業・商業用等の燃料を課税対象と

する一方、その税率は、必ずしも

炭素含有量には対応していない

（2001年 11月には、税率に硫黄
含有量を反映するための調整が行

われる予定）。

○　電気税、鉱油税ともに、製造業

者等に対しては、一定量以上の消

費をした場合に税率を軽減する等

の措置が設けられている。

○　なお、99年 3月の改正において
は、国内の産炭地への配慮から、

CO2 排出量の多い石炭に対する課
税が見送られている。

○ 企業によるエネルギー消費量が

課税標準とされる(但し、エネルギ
ー生産、交通輸送及び原料として

の消費等は非課税)。

○　税率は、基本的に、エネルギー

の種類ごとにその炭素含有量を考

慮して定められている。

○　エネルギー多消費型企業等につ

いては、①付加価値当たりのエネ

ルギー消費量に応じて一定の控除

を認める、②政府との削減協定の

締結を通じて税負担を軽減する、

といった措置が設けられている。

○　物品税は、交通用、暖房用、産業・

商業用等の燃料を課税対象として

いるが、石炭、コークス等について

は消費量、鉱物油については製造量

がそれぞれ課税標準とされる。

○　税率は、炭素含有量等を考慮して

定められている。

○　発電用の鉱物油等については、他

の燃料に比して引上げ率が低く設

定されている。



－17－

汚染者負担の原則（ＰＰＰ）について

○　OECD（経済協力開発機構）環境指針原則勧告
　（環境政策の国際経済面に関する指針原則の理事会勧告）（抄）

　　（OECD閣僚会議、採択：1972年５月 24日～26日）

　４．稀少な環境資源の合理的利用を促進し、且つ国際貿易及び投資における、歪みを回避するための汚染の防止と規制措置に伴う費用の

配分について用いられるべき原則が、いわゆる「汚染者負担の原則」である。

　　　この原則は、汚染者が受容可能な状態に環境を保つために公的当局により決められた上記の措置を実施するに伴う費用を負担すべき

であるということを意味する。換言すれば、それらの措置の費用は、その生産と消費の過程において汚染を引きおこす財及びサービス

のコストに反映されるべきである。これらの措置を講じるに際して、貿易と投資に著しい歪みを引き起こすような補助金（subsidies）
を併用してはならない。
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わが国税制の現状と課題

　　－２１世紀に向けた国民の参加と選択－（要約）

（税制調査会、平成１２年７月）

第二　個別税目の現状と課題

六　その他の諸課題

３．環境問題への対応

○　様々な環境問題への対策としては、汚染者負担原則（ＰＰＰ）を基本としつつ、それぞれの問題の性格に応じて、

規制的手法、自主的取組み、経済的手法といった各種手法の特徴を踏まえた適切な組合せを考えていくことが必要で

す。地球温暖化問題など、排出源が多数存在し排出削減に向けた継続的なインセンティブが必要な問題については、

税を含む経済的手法の有効性が指摘されています。

○　検討に当たっては、まず環境施策全体の中での税制の位置付けが明確にされる必要があります。地球温暖化対策全

体の具体的内容が検討される中で、税制以外の各種手法の活用に加えて、税制の活用の必要性について十分な議論が

求められます。

○　地球温暖化対策として化石燃料への課税について検討する場合、既存のエネルギー関係諸税との関係についてどう

考えるかという議論があります。

○　税収を特定財源等として活用することについては、税の基本的な考え方からすれば好ましくないと考えられます。

一方、環境施策の財源調達手段として検討すべきとの意見がありました。

○　国民に広く負担を求めることになる問題だけに、国民の理解と協力が得られることが不可欠です。当調査会として

は、国・地方の環境施策全体の中での税制の具体的な位置付けを踏まえながら、国内外における議論の進展を注視し

つつ、ＰＰＰの原則に立って、引き続き幅広い観点から検討を行っていきたいと考えます。
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我が国におけるインターネットの普及状況

7,670

2,706

1,694

1,155

88.6

11.7

50.4

68.2
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世帯普及率

※1  事業所は全国の(郵便業及び通信業を除く。)従業者数5人以上の事業所。
※2  企業は全国の(農業、林業、漁業及び鉱業を除く。)従業者数300人以上の企業。
(出典) ｢通信に関する現状報告(平成12年)｣(郵政省)より作成。
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電子商取引の市場規模

68.4

19.5

165.3

0.6 2.3
21.3

8.6 3.6

1998年 2003年 1998年 2003年 1998年 2003年 1998年 2003年
日　本

(11.2%)

(1.5%)

(2.5%)

(19.1%)

単位 : 兆円(米国については、1ドル＝120円で換算)
括弧内の計数は、電子商取引化率を示す。

(注)  ここでいう電子商取引は、インターネットを通じた商取引 (物品、サービス、情報、金銭の交換) を言う。
(出典) ｢日米電子商取引の市場規模調査｣ (平成11年3月 通産省等)及び｢日本の消費者向けＢtoC電子商取引市場｣ (平成12年1月
　　電子商取引実証推進協議会等)に基づき作成。

(0.0%) (1.3%) (0.4%)

(3.2%)

事業者間
(BtoB)

対消費者
(BtoC)

(参考) 米　国 日　本 (参考) 米　国



電子商取引の発展と税制との関わり 
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流
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インターネット・ 
電子商取引の発展 

 
経済のソフト化のさ

らなる進展 

 
国境を越えた広がり 
 

ペーパーレス化・情報

のデジタル化（暗号

化） 

新しいビジネスモデ

ル（中間業者の性格の

変化、減少等） 

税務行政の 
効率化 

適正課税担保の仕組み 

・ 執行 
・ 制度 

 
電子化・情報化 
の流れ 

 
グローバル化 
の流れ 

（取引把握の困難性） 

国際課税 

－ 所得区分 
－ ＰＥ（恒久的施設）

消費税課税 

（クロスボーダー） 
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ＯＥＣＤ等における検討課題(主なもの) 

                               

                                    

取引の把握の困難化 
本人確認 

取引情報へのアクセス 

国境を越える所得の帰属と分類

の判定 

PE(｢恒久的施設｣)に基づく課税原則、所得区分

等にかかる租税条約の規定の適用について 

国境を越える役務の提供(オンライ

ン取引等)と消費課税 

消費地の定義 

適正・公平な課税を実現する為の徴税の仕組み
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電子商取引に係る課税の概要（消費税） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内取引の場合    ： モノの場合でもインターネットを通じた配信であっても（例：音楽や映像）、

事業者が消費税を納税する。（(a)・(b)） 

国境を越えた取引の場合： モノの場合、引取者が通関の時に消費税を納税する。（①） 

インターネットを通じてクロスボーダーに音楽や情報が提供される場合の

課税のあり方について、ＯＥＣＤで議論されている。（②） 

 

事業者 
 

事業者 

インターネットを通じた注文 

②インターネット 
を通じた配信 

①モノの輸入 

納税 

(b)インターネット 
を通じた配信 

(a)モノ 

 
消費者 

納税 

インターネットを通じた注文 

税務署 

税関 

日 本 外 国 
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消費税と小売売上・利用税（米国）の違い 
 

 

 

 消費税 米国 小売売上・利用税 

課税主体 • 国 • 州、郡等（連邦レベルの消費税はない） 

課税対象 • 財の販売や役務の提供一般 • 財の販売や役務(限定列挙)の提供 

課税方式 • 多段階課税（前段階税額控除） • 単段階課税（小売段階） 

納税義務者 • 事業者、保税地域から貨物を引取る者 • 小売業者等 

• 州等を越えた取引の場合、消費者の州等に支店

やネクサス（nexus）等を有する州等外の小売業

者等 

• 小売業者等による徴収がない場合、消費者 

(出典)米国小売売上・利用税は、ＮＹ州税法、ＮＹ市当局の資料に基づき作成。 
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（米国小売売上・利用税） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

事業者 

 

事業者 

インターネットを通じた注文 

②インターネット 
を通じた配信 

①モノ 

納税 

（Nexus がない場合等）

(b)インターネット 
を通じた配信 

(a)モノ 
 
消費者 

納税 

インターネット 
を通じた注文 

州税務当局 

Ａ州 Ｂ州 

納税 

(Nexus がある場合) 

州内取引の場合： モノの場合でもインターネットを通じた配信であっても、事業者が納税する（(a)、(b)）。 

州等を越えた取引の場合：  

• 州外の事業者が消費者の所在する州に店舗等の「Nexus」を有する場合には、消費者の州の税率で徴収し、消費者の
州の税務当局に納税する（①、②）。 

• 無店舗の事業者など、「Nexus」がない事業者の場合、事業者には納税義務は生じない。 
事業者に納税義務がない場合、消費者が納税する。ただし、執行上の問題があると指摘されている。 

 
小売店からの購入とインターネット等を通じた州外からの購入とで取扱いが異なり得る問題点が指摘されている。 
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(参考：インターネット・タックス・フリーダム・アクトについて) 

 

 

１． 米国では、「インターネット・タックス・フリーダム・アクト」において、1998 年から 3 年間     

（～2001 年 10 月）、州・地方政府に対して次のことを禁止している。 

・  インターネット・アクセス料への新たな課税 

・  電子商取引に対する新たな差別的な課税や複数の州による課税の重複 

(従って、差別的でない既存の州売上税等には影響しない。また、米国は、電子商取引全体を非課税

にするよう主張しているわけではない。) 

 

２． 同法の下で、州知事や地方議会関係者等、連邦政府関係者、情報関連企業の関係者等をメンバーと   

する「電子商取引諮問委員会」が設置されており、4月 12 日、連邦下院に同委員会の報告書が提出

された。 

   (報告書の主な内容) 

・ 勧告(３分の２の多数決を要する)には、電子商取引課税に関する具体的なものは含まれてい

ない。(勧告の内容は、いわゆる「ディジタル・ディバイド」対策、税務手続き等におけるプラ

イバシー保護、関税不賦課の恒久化に関するもの。) 

・ なお、勧告ではないが、税に関する政策提案（単純多数決で可）としては次に言及されてい

る(主なもの)。 

―インターネット・アクセス料への課税の恒久的禁止 

―新たな差別的な課税や重複課税にかかる現行のモラトリアムの延長 

(注)国際課税については、非課税と主張している訳ではなく、ＯＥＣＤを検討の場として支持

している。 
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「電子商取引：課税の基本的枠組」（平成 10 年 10 月 OECD 租税委員会報告書） 

《要点》 

  

政府は、公共サービスの提供に関する市民の正当な期待に応えるために必要な歳入をもたらす公平で予測可能な税制を執

行する責務と比較考量しつつ、電子商取引が繁栄する税務環境を提供しなければならない。これらの目標の間の正しいバラ

ンスを定めることが、この報告書の目的である。 

１．納税者サービスの機会 

  電子商取引の技術は、納税者サービスを改善するための機会を提供する。 

２．電子商取引に適用される一般課税原則 

① 中立・公平・簡素等の伝統的な課税原則は、電子商取引にも適用される。また、納税者及び税当局にとってのコストは最

小化されるべきであり、課税ルールは簡潔でわかり易いものであるべきであり、課税制度は経済の変化に柔軟に対応すべき

である。 

② 現段階では、既存の課税ルールがこれらの原則を実現できると考えられる。ただし、 新しい措置については、これらの

原則の適用の助けとなることを意図しており、電子商取引に対する差別的取扱いを意図するものでない限り、排除されるわ

けではない。 

３．一般課税原則の適用における問題点と今後の課題 

① 税当局は、納税者の本人確認と情報アクセスを確保すべきであり、今後、国際的に整合性のある電子署名による本人確認

や記録保持情報アクセスの仕組みについて検討していくべきである。 

② 税の管理・徴収のための適切なシステムが確保されるべきであり、また、徴収共助の国際的枠組みを発展させるべきであ

る。 

③ 国境を越える取引に関する消費税は、消費地で課税されるべきであり、今後、消費地の定義や課税方法等についての検討

を各国間で行っていくべきである。 

④ ＯＥＣＤモデル条約や移転価格ガイドラインに規定される国際課税原則の電子商取引への適用方法や執行協力の在り方に

関する検討等、国際協力を推進していくべきである。 

⑤ 税当局としても、電子商取引に関する様々な基準・標準の形成について注目していくとともに、必要に応じて適切に対応

していくべきである。 
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ＩＴ革命の経済・金融面への影響 
    Ｇ７蔵相から首脳への報告（要約） 

（サミット福岡蔵相会合、２０００年７月８日） 
 

 

Ｃ．税及び税関手続き 

  電子商取引と税 

  ・ 我々は、電子商取引の発達は、取引のデジタル化、取引仲介者の減少、国際化の更なる進展等により、税制や税務

行政に少なからぬ影響を及ぼすことを認識している。 

  ・ 電子商取引にも、中立・公平・簡素といった租税原則があてはまる。 

  ・ ＯＥＣＤにおいて、 

   － 効率的な税務行政をいかに確保するか、 

   － 所得課税にかかる既存の国際ルールを電子商取引にいかに適用すべきか、 

   － 越境のオンライン取引への消費課税をどうすべきか、 

   を中心に、民間からの参加も得て検討が行われており、我々は更なる検討作業の進展を奨励する。 
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わが国税制の現状と課題 
  －２１世紀に向けた国民の参加と選択－（要約） 

（税制調査会、平成１２年７月） 
 

 

 

第二 個別税目の現状と課題 

六 その他の諸課題 

２．電子商取引と税制 

〇 公平・中立・簡素の租税原則が電子商取引にも適用されます。 

○ 電子商取引には、一般の商取引とは異なる様々な特徴があり、課税上必要な取引把握の問題や、クロスボーダー取

引（国境を越える取引）に係る所得課税・消費課税に関する問題について、ＯＥＣＤにおいて専門的・技術的見地か

ら検討が行われています。 

〇 今後とも、電子商取引の発展状況や実態の把握に努め、ＯＥＣＤにおける議論に積極的に参加していくとともに、

国際的な議論の方向や成果を注視しつつ、公平・中立・簡素の租税原則を踏まえ、電子商取引をめぐる課税上の問題

について検討していく必要があります。 

 

 


